
 

 

北九州市企業型奨学金返還支援事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この補助金は、従業員の奨学金返還を支援する制度（以下「支援制度」とい

う。）を令和７年度以降、新たに設立する北九州市内（以下「市内」という。）の中

小企業等に対し、当該制度に基づき支給する手当等に要する経費の一部を予算の範

囲内で補助することにより、支援制度の導入を促進し、人材確保と従業員の定着及

び経済的負担軽減等を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。  

（１）中小企業等 中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第２条第１項

に規定する中小企業者及び同条第２項第２項に規定する中小企業者等並びに同法上

に規定のない法人又は組合で市長が特に認める者であって、別表第１に掲げる者を

いう。 

（２）奨学金 高等学校、短期大学、大学、大学院、専修学校等の教育機関における

修学を支援するために貸与される学資金等のうち、次のいずれかに該当するものを

いう。 

ア 独立行政法人日本学生支援機構（以下「機構」という。）が貸与する奨学金 

イ 地方公共団体、大学及び民間企業・団体等が貸与する奨学金 

ただし、奨学金の制度の趣旨から補助金の対象外とすることが必要と市長が別

に認めたものを除く。 

（３）支援制度 補助金の交付の対象となる事業者（以下「補助対象者」という。）

が、雇用する従業員に周知している就業規則、賃金規則等の明文化された文書（以

下「内部規定等」という。）に基づき、支援対象者に対して金銭（口座振込による

ものも含む。）を支給又は補助対象者に代わり、返還額の一部又は全部を機構等に

直接送金（以下「代理返還」という。）することにより、当該従業員本人が主たる

債務者となっている奨学金の返済に係る負担を軽減する制度をいう。ただし、支給

の対象となった従業員が退職した場合、当該従業員に支給額の全部又は一部の返還

の義務を負わせるものを除く。 

 

（補助対象者）  

第３条 補助対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

（１）市内に本社又は採用権限のある事業所を有する中小企業等であること。  

（２）支援制度を令和７年４月１日以降に設けた事業者であること。 



 

 

（３）労働基準法（昭和２２年法律第４９号）等の労働関係法令を遵守している事業

者であること。  

（４）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２

号）に規定する接待飲食等営業（料亭を除く。）及び性風俗関連特殊営業又はこれ

らの営業を受託して営業を行う事業者でないこと。  

（５）国、県または市町村が出資による権利を有する事業者でないこと。  

（６）暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２

条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員ではないこと。 

（７）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者ではないこと。 

（８）市税の滞納その他の市に対する債務不履行がある等補助金の交付が適当でない

と認められる事業者でないこと。  

 

（支援対象者） 

第４条 支援対象者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

（１）補助金の交付申請の日（以下「申請日」という。）において、補助対象者に採

用されてから３年以内であり、雇用期間の定めがなく、補助対象者において正社員

として勤務していること。 

（２）申請日において、支援対象者が奨学金を返還中であるか、返還予定が確定して

いること。 

（３）勤務先事業所が市内にあること。 

（４）申請日の属する年度末（３月３１日）において、申請時と同じ補助対象者に雇

用されていること。 

（５）役員等、事業主と利益を同一にする地位の者でないこと。 

（６）補助対象者が個人事業主（実質的に代表者の個人事業と認められる法人を含

む。）である場合においては、当該個人事業主と同居している親族でないこと。た

だし、勤務実態、勤務条件が支援対象者以外の従業員と同様であると認められる者

を除く。 

（７）他の団体から重複して奨学金返還支援を受けていない者。 

（８）その他支援対象者とすることが適当と市長が認めた者。 

 

（補助対象期間）  

第５条 北九州市企業型奨学金返還支援事業（以下「補助事業」という。）の補助対

象期間は、交付決定により定めた日から当該年度の３月３１日までとする。 

２ 過年度と同一の補助対象者による同一の補助事業に対する申請（以下「再申請」

という。）を妨げない。ただし、再申請への交付の決定の回数は２回以内とする。



 

 

なお、再申請の場合であっても、毎年度所定の手続きを必要とし、次年度以降の補

助金の交付を保証するものではない。 

 

（補助額等） 

第６条 交付する補助金の額は、補助対象者が当該年度の３月末日までに支援対象者

に支給又は代理返還した額の２分の１以内の小数点以下を切り捨てた額とし、補助

対象者につき４５万円を上限とする。 

 

（補助金交付申請）  

第７条 補助金の交付を受けようとする事業者は、北九州市企業型奨学金返還支援事

業補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の補助金交付申請書に次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）支援制度に係る内部規定等及び支援制度を令和７年４月１日以降に設立したこ

とが確認できる書類の写し 

（２）支援対象者の雇用契約書等雇用関係及び雇用形態が確認できる書類の写し 

（３）支援対象者の雇用保険被保険者資格取得等確認通知書の写し 

（４）支援対象者の勤務地が分かる書類 

（５）支援対象者の返還額及び初回返還日等が確認できる書類 

（６）中小企業等であることが確認できる書類（資本金又は従業員数が確認できる書

類等） 

（７）補助金振込先口座情報が確認できる書類（通帳の写し等） 

（８）市税に滞納がないことの証明書 

（９）暴力団排除に関する誓約書 

（１０）その他市長が必要と認める書類 

 

(電子情報処理組織による申請等) 

第８条 第７条の規定にかかわらず、電子情報処理組織(市の機関等の使用に係る電子

計算機と申請等をする者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子

情報処理組織をいう。)を使用して申請を行わせることができる。 

２ 前項の規定により行われた申請等については、当該申請等を書面等により行うも

のとして規定した第７条に規定する書面等により行われたものとみなす。 

３ 第１項の規定により行われた申請等は、同項の市の機関等の使用に係る電子計算

機に備えられたファイルへの記録がされた時に当該市の機関等に到達したものとみ

なす。 

 

 



 

 

（交付決定）  

第９条 市長は、補助金の交付申請があったときは、その内容を審査し、当該申請に

係る補助金の交付の可否について決定のうえ、その旨を当該申請者に通知するもの

とする。 

 

（補助事業の変更、中止又は廃止）  

第１０条 補助対象者は、補助事業の内容を変更しようとするときは、北九州市企業

型奨学金返還支援事業補助金変更承認申請書（様式第２号）を市長に提出するもの

とする。ただし、補助金額の変更を伴わないものについては、この限りでない。 

２ 補助対象者は、支援制度を中止し、又は廃止しようとするときは、北九州市企業型

奨学金返還支援事業補助金中止（廃止）承認申請書（様式第３号）を市長に提出す

るものとする。 

３ 市長は、前２項の申請に対し、申請事項を承認したときは、その旨を当該申請者に

通知するものとする。 

 

（実績報告） 

第１１条 補助対象者は、各会計年度の補助事業が完了した（補助事業を中止した場

合又は補助事業の廃止の承認を受けた場合においては当該中止をした又は承認を受

けた）ときは、２０日以内に北九州市企業型奨学金返還支援事業補助金実績報告書

（様式第４号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の補助金実績報告書に次の各号に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）代理返還をしていない補助対象者の場合は、給与明細書、賃金台帳等の支援対

象者に支給した手当等の月ごとの実績が分かる書類の写し。代理返還をした補助対

象者の場合は、支援対象者に代わり、奨学金の返還額の一部又は全部を機構等に代

理返還した月ごとの実績が分かる書類の写し 

（２）支援対象者の奨学金が返還されたことを証する書類 

（３）その他市長が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定等） 

第１２条 市長は、前条の実績報告があったときは、内容を審査し、適当と認められ

る場合は、その旨を補助対象者に通知するとともに速やかに補助金を交付するもの

とする。 

 

  



 

 

（帳簿の備付等）  

第１３条 補助対象企業は、補助事業に係る経理についての収支の事実を明確にした

証拠書類を整備し、当該補助事業の完了の日の属する年度の翌年度から５年間保存

しなければならない。 

 

（規則との関係） 

第１４条 補助金の交付は、北九州市補助金等交付規則（昭和４１年北九州市規則第

２７号）の定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。  

 

（その他） 

第１５条 この要綱の施行に関し必要な事項は、産業経済局長が別に定める。  

 

  付 則 

この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

別表第１（第２条関係） 

業種・組織形態 補助対象者 

① 製造業、建設業、運輸業 

資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会

社又は常時使用する従業員の数が３００人以

下の会社及び個人事業主 

② 卸売業 

資本金の額又は出資の総額が１億円以下の会

社又は常時使用する従業員の数が１００人以

下の会社及び個人事業主 

③ サービス業（ソフトウエア業、

情報処理サービス業、旅館業を除

く） 

資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の

会社又は常時使用する従業員の数が１００人

以下の会社及び個人事業主 

④ 小売業 

資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の

会社又は常時使用する従業員の数が５０人以

下の会社及び個人事業主 

⑤ ゴム製品製造業（自動車又は航

空機用タイヤ及びチューブ製造業

並びに工業用ベルト製造業を除

く） 

資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会

社又は常時使用する従業員の数が９００人以

下の会社及び個人事業主 

⑥ ソフトウエア業又は情報処理

サービス業 

資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会

社又は常時使用する従業員の数が３００人以

下の会社及び個人事業主 



 

 

⑦ 旅館業 

資本金の額又は出資の総額が５千万円以下の

会社又は常時使用する従業員の数が２００人

以下の会社及び個人事業主 

⑧ その他の業種（上記以外） 

資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会

社又は常時使用する従業員の数が３００人以

下の会社及び個人事業主 

⑨ 組合、連合会 
中小企業経営強化法第２条第１項第６号から

第８号に規定される組合及び連合会 

⑩ 医療法人、学校法人、社会福祉

法人 
上記③サービス業に準じる者 

⑪ 社団法人（一般・公益） 

直接又は間接の構成員の３分の２以上が中小

企業者であり、かつ、上記①～⑧の業種区分に

基づき、その主たる業種に記載の従業員規模

以下の者 

⑫ 財団法人（一般・公益） 
上記①～⑧の業種区分に基づき、その主たる

業種に記載の従業員規模以下の者 

⑬ 特定非営利活動法人 
上記①～⑧の業種区分に基づき、その主たる

業種に記載の従業員規模以下の者 

 


